出雲市老老介護生活支援サービス指定事業者募集要項　【第７期募集】
出雲市では、介護する側もされる側も65歳以上という「老老介護世帯」を対象とし、介護者等の介護負担を軽減し、要介護者の在宅生活の継続を支援する「出雲市老老介護支援事業」を実施しています。

この事業は、対象となる世帯に、「生活支援サービス利用券（以下「利用券」という。）」を支給し、市が指定する生活支援サービス提供事業者が提供するサービス利用料を利用券で支払うことができるものです。

この事業で生活支援サービスの提供を行う「老老介護生活支援サービス指定事業者（以下、「指定事業者」という。）」を募集します。
１　利用券を使用したサービス利用の流れ
　①　利用券の支給：市　→　交付決定者　
　　　　対象世帯（以下「利用者」という。）からの申請により利用券を支給します。

　 ②　サービスの依頼：利用者　→　指定事業者　
　　　 　利用者が必要なサービスについて直接指定事業者に依頼します。

　③　サービスの提供：指定事業者 →　利用者　
　　　　 事業者によるサービス提供を行います。

　④　利用料金の支払い：利用者 →　指定事業者　
　　　　 利用者は利用料金の一部又は全部について利用券を使用して支払います。

　　　　　※利用料金は各指定事業者が設定した料金となります。

　 ⑤　利用料金相当額の請求：指定事業者 →　市　
　　　 　事業者は利用券により支払われた利用料金の相当額を市に請求します。

　 ⑥　利用料金相当額の支払：市　→　指定事業者　
　　　　 市は⑤の請求に基づき指定事業者に利用料金相当額を支払います。

２　指定事業者の指定期間
令和６年１１月１日又は指定した日　から　令和９年１０月３１日　まで　
　　※ただし、指定事業者として適当でないと認めるときは、この指定の期間内であっても、
指定事業者の指定を取り消すことがあります。

３　指定事業者の指定条件
　　対象は、出雲市内に事業所等がある　法人、団体(ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体等)、個人事業者です。

　次の①から⑦までのすべてに該当することを応募の条件とします。

1 申請時において、出雲市内に事業所を有する法人、団体又は個人事業者であること。
2 申請書提出時において、申請するサービスについて1年以上の提供実績があること。
3 出雲市税について滞納がないものであること。
4 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者に該当しないものであること。

5 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）等の規定に基づき更生又は再生手続をしていないものであること。

6 出雲市が行う建設工事等の請負又は物品の製造の請負、売買等の指名競争入札について指名保留又は指名停止措置を受けていないものであること。

7 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統率下にない団体であること。
４　申請手続き
（１）申請（受付）期間 　
更新事業者：令和６年１０月１８日（金）まで
新規事業者：随時～令和９年１０月１日（金）まで
※窓口での受付は土、日、祝日を除く午前９時～午後５時までです。（郵送提出可）
（２）提出場所
出雲市役所　高齢者福祉課　高齢者福祉係　（担当：桑原）　
　　　住　所：〒６９３－８５３０　出雲市今市町７０番地
　　　電　話：(０８５３)－２１－６９６７　　FAX：(０８５３)－２１－６９７４ 
（３）提出書類
申請にあたっては、次の書類を提出してください。なお、市が必要と認める場合
には、追加資料の提出を求める場合があります。
　　　①　出雲市老老介護生活支援事業者指定申請書（様式第8号）
　　　②　サービス届出表（様式第8号の1）
　　　③　添付書類　・・・　以下の表を参照してください。　
●印・・・必ず提出するもの　　○印・・・必要に応じて提出するもの　　－・・・不要
	添付書類名
	申請者
	説　　明
	備　考

	
	法人
	個人
	ボランティア団体
	
	

	ア　出雲市税について
滞納のない証明書
	●
	●
	－
	
	原本

	イ　登記簿謄本


	●
	－
	－
	
	複写可

	ウ　許可、免許、登録証


	◯
	◯
	－
	営業の許可、認可等を　必要とする業種は、　　これを受けていることを証明する書面
	複写可

	エ　意見書
	－
	－
	●
	
	


※団体(ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体等) ・・・「出雲市老老介護生活支援サービス指定事業者指定申請に係る意見書」に出雲市社会福祉協議会又は各地区社会福祉協議会の会長から証明を受け、提出してください。
※提出された書類は返却いたしませんので、コピーするなど控えておいてください。
　５　審査及び指定

　　応募書類による書類審査により指定事業者の指定の可否を決定します（応募事業者には　文書により結果を通知します）。
　６　指定事業者の周知等
　　指定事業者の情報を記載した「利用ガイド」を、交付対象者へ送付し、周知します。
また、市ホームページにも「利用ガイドのデータ」および指定事業者一覧表を掲載します。
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